
 

 

IPSS Discussion Paper Series 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

〒100-0011 東京都千代田区内幸町 2-2-3 
日比谷国際ビル 6F 

(No.2008-J03) 
 

「最適な出生率と育児支援策の理論サーベイ」 
 

高畑純一郎 (一橋大学大学院経済学研究科博士課程 

/財務省財務総合政策研究所研究員) 

  

2009 年 3 月 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本ディスカッション・ペーパー・シリーズ

の各論文の内容は全て執筆者の個人的見解

であり、国立社会保障・人口問題研究所の

見解を示すものではありません。 



最適な出生率と育児支援政策の理論サーベイ��

高畑純一郎��

要旨

本稿は、最適な人口成長率がどのように決まるかについて、またそれを実現するための育児支援政策について

調べたサーベイ論文である。最初に、重複世代モデルにおいて人口成長率が変化しうるモデルとそこでの結果

を示し、問題点とそれに関連した研究を紹介する。次に、内生的な出生率の決定があるモデルを紹介する。市

場の失敗があるケースを想定し、外部性がある場合と、情報の非対称性がある場合の研究を紹介する。この一

連の研究では、最適な出生率水準を求め、それを実現するような育児支援政策を特徴付ける条件が示されてい

る。これらの研究を見てきた結果、市場の失敗が存在する現実的な状況では、最適な出生率を実現するために

は、政府の介入によって何らかの育児支援政策が必要となることが明らかとなった。

� はじめに

日本では、第二次ベビーブーム以降、出生率が低下を続け、����年には ����まで低下した。最

近になって下げ止まってはいるものの、���� 年では ��	
 であり、依然として低水準にとどまっ

ている。しかし、出生率は ���� 程度で初めて、長期的に人口成長率が一定になる水準であるため

�����年、現在の水準が維持されれば、当面は少子化が進行し、高齢化の要因を考慮したとしても

人口が減少すると考えられる。

ところで、出生率の低下は何が問題なのだろうか。政府が問題視する理由の一つとしては、公的

年金を人口成長率が収益率に直結する賦課方式��で運営しているため、出生率が低下すると、将来

の高齢者が受け取ることのできる年金額が減少してしまい、魅力的な制度でなくなってしまうこと

になる。さらに、国民年金制度は事実上、任意加入の制度であるので、収益率が低下している状況

では、均衡財政で運営されるならば、加入しても市場の利回り以下で運用した額しかもらえず、非

加入を選択する家計が多くなり、制度が空洞化する恐れがある。

このように、賦課方式年金が既に存在する状況において、出生率の低下は政府の財政的な観点か

らは問題となる。政府が公的年金を維持する必要があるのであれば、ある程度、魅力的な年金制度

を維持するためには、出生率を上昇させる必要がある。というのは、仮に年金の財政方式を積立方

式に移行しても、賦課方式に内在する暗黙の債務を完全償却しない限りは、少子化が進行するに連

れて、現在の債務を将来世代が払わねばならず、その総額が一定であるにしても、全体の人口が減

少すれば一人当たりの負担が増え、事実上賦課方式を運営しているのと同じ状況になってしまうた

めである。

それでは、経済学的には一体どのような視点から問題になるのだろうか。通常の経済学の理論で

�� 今回、ディスカッション・ペーパーを作成するにあたって、加藤久和、小黒一正、府川哲夫、野口晴子、酒井正、濱
秋純哉各氏から貴重なコメントをいただいた。ここに感謝したい。本研究にあたって、一橋大学グローバル ���

「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」から援助を受けた。また本研究の内容は、財務省財務総合政策研究所お
よび国立社会保障・人口問題研究所の見解を示すものではない。残された誤りは筆者の責任である。

�� 一橋大学大学院経済学研究科博士課程�財務省財務総合政策研究所研究員
�� 正式には修正積立方式であるが、事実上賦課方式での運営となっているといえる。
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は、無限期生存する個人の人数が一定の仮定の下では、完備市場の場合、市場の価格機能によって

最適配分が実現されるということが知られている。しかし、重複世代モデルでは、個人の意思決定

から決まる経済全体の貯蓄量と、効率的な総資本量が一致する保証はなく、政府の介入が必要とな

る。さらに、人口成長が外生の場合には歪みを発生させないと思われていた税財政構造が、人口成

長が内生の場合には歪みを発生させうるため、人口成長が内生的な場合には、貯蓄量の調整のほか

に政府の介入が必要となる可能性がある。

そこでまず、理論的に政府が人口成長率を調整する根拠は何であるか、ということを分析した研

究を紹介したい。その後、不完全市場の場合で、どのような政策が必要になってくるかを分析した

研究を紹介する。最初にどのような流れになっているのかを簡単に説明したい。以下の議論では、

人口成長率と出生率を同義語として使用する。

最初に市場の失敗がない通常の重複世代モデルで、人口成長率が変化しうる場合に、最適な人口

成長率とは何かを導出した ���������������を紹介したい��。主要な結論として、仮に最適な人

口成長率が達成されている場合、家計の行う意思決定による配分は最適になっている、ということ

が示される。その後、この結論が成立するために必要になってくる条件に関していくつかの研究が

なされたが、一定の条件の下ではこの結論は有効である。

この議論は市場の失敗がないケースについて扱ったものである。それに引き続いて、市場が失

敗している状況について、どのような政策を実施するべきかを見ていく。最初に子どもに外部

性が存在する場合を、それに続いて子育てに情報の非対称性が存在する場合を紹介する。上の

��������������� の研究では、家計が子どもを持つ動機がないモデルであったため、どのような

政策をとればよいのか不明確であった。これまでに考えられてきた子どもを持つ動機には大きく分

けて、消費的な動機と投資的な動機の二つがある。

消費的な動機では、子どもを持つことから直接的に効用を受けるという状況を想定する。この場

合、通常の消費と同様に、金銭的な便益ではなく、効用の便益があるような財として子どもを考え

る。それに対して、投資的な動機では、子どもを持つことによって、将来金銭的な収入が期待でき

る状況を想定する。一般的には、親が老後に養ってもらうために子どもを持つという動機に相当す

る。また広い意味で捉えると、若い労働力として活用したりする場合もこれに相当すると考えら

れる。

これらの動機を内生的人口成長のモデルに入れて分析を行ったのが、�������� ��������������

と  ���������� である。それぞれの場合について、市場での均衡がどのような性質を持ち、政府

がどのような政策によって介入するべきか、ということを一般均衡モデルで論じる。現実の経済で

は賦課方式の年金制度が実施されているが、この場合、出生率に外部性が存在する。これらの研究

では、そのような仮定の下で社会的に最適な人口成長率を設定し、導入すべき育児支援政策に関す

る議論がなされている。また、消費的な動機を仮定した、価格比が外生的に決まる部分均衡モデル

�� そもそも最適な出生率という概念は、個人が自発的に選択する出生率が最適ではない、というような印象を与える。
想定する経済に市場の失敗が存在せず、子どもに関して何も外部性が発生していない設定では、社会的に最適な出生
率と、個人の選択で決まる出生率は一般に一致する。本稿で最適な出生率という言葉を使用する場合、これは各論文
のモデルで規定される外部性の下での社会的に最適な出生率を意味するということを指摘しておく。
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で、最適な人口成長率とそれを実現するための児童手当を求めた !�� "#��$�� �� �������	 の研究

を紹介する。また、簡単なライフサイクルモデルで最適な政策を示した %�&������	も紹介する。

これらの研究で共通している結論は、市場で決定される出生率は最適ではないため、それを調整

するための児童手当を、子どもからの社会的な限界便益が私的な限界便益に一致するように実施す

ればよいというものである。これは、経済学でよく知られているように、外部性がある状況ではピ

グー税を実施すべきである、というのと同列の議論である。

ここまでは、賦課方式年金による子どもの外部性が存在する状況で、最適な出生率を設定して育

児支援政策を求めたが、引き続いて親の育児に関する情報の非対称性がある場合に、どのような政

策をとるのが望ましいかを分析した研究を紹介する。

情報の非対称性には大きく二種類ある。一つがモラルハザード、もう一つが逆選択である。モラ

ルハザードとは、事前に同一の個人が、結果に対して確率的に影響のある努力水準が観察不可能で

ある場合には、それを利用して、結果によって報酬が変わらないなら努力することを怠るという状

況であるが、個人に努力させるために報酬にインセンティブを与える、というのが解決法となる。

また、逆選択とは、事前に能力の異なる個人がいる場合に、ある個人が自分のタイプを正直に申告

しないという状況であるが、この場合も、自分のタイプを正直に申告させるため、正直に申告した

場合にでも正直に申告をしなかった場合と同程度の効用水準を補償するようなインセンティブを与

える、というのが解決法となる。それぞれの問題について、少子化の文脈でなされた研究はいくつ

か存在するが、ここではそのうち、年金制度との関連で論じられた %#���# �� ��������' ���� を

紹介する。

他のサーベイとの関係について触れると、内生的人口成長をサーベイした研究には (�#��!� ���

)�������� がある。彼らは最初に、人口成長が内生的に決まる成長理論を紹介し、その後、利他

主義がある場合、子どもの質と数のトレードオフ、老後保障仮説、などを順番に取り上げている。

理論のサーベイではあるが、出生率の最適性については主な関心ではなく、あまり扱われていな

い。*##�+� ��� ,-��&����� は、出生率がどのように決まるかという動学的なミクロモデルの

サーベイを行った。これは、女性が出産に関して異時点間の意思決定をすることをどのようにモデ

ル化する方法があるかについてサーベイしたもので、何らかの現象を説明する理論を扱ったもので

はない。伊達・清水谷 ����� は、日本における育児支援政策が出生率に対してどのような効果を

持っているか、という問題意識で関連する研究をサーベイし、全体を通してあまり効果がないとい

うことを紹介した��。今回のサーベイを行うにあたって、まず理論的に最適な出生率とは何かを示

し、それを実現する政策が何であるのかということを問題意識におきながら、いくつかの設定の下

で取り上げた。

本稿で紹介する研究は、理論的にどのような最適配分があり、それを市場均衡でどのように実現

するべきか、という視点でなされた分析が中心であるが、現実の社会現象、つまり出生率の低下

�� このほかにサーベイとは異なるが、出生率の決定に関連した研究を網羅した文献がいくつか存在する。たとえば、
���� �� ��	
����は先進国において出生率が低下してきた原因に関して、いくつかの先行研究を関係付けて論じて
いる。日本の研究では、加藤 
�����が人口と経済の関係について幅広く扱っており、橘木・木村 
�����は家族問
題を全般に扱っている。

	



に関連する現象を説明により軸をおいた研究も存在する。たとえば、静学的な理論モデルによっ

て、先進国の女性の労働供給と出生率にかつては負の相関関係が見られていたのが、近年はそれ

が逆転して正の相関になっているというパズルを考察した *��� ��� )�������
 がある。また

 �##�. ����# のモデルでうまく説明ができていなかった、死亡率の低下や所得の成長と出生選択

の関係について現実的なパラメーターの設定で数値分析を行った /���� ��� ��-���0#���������

もある。また、子どもの死亡率と親の出生行動の関係について、静学的なモデルで考察した研究に

��-����� がある。さらに "���# ��� ��������� は成長率と女性の賃金上昇、出生率を関連付け

た成長理論で、人口動態の変化の様子を説明した。"���# ��� ��������� は、人口成長と経済発

展の関係の歴史的な推移を説明するような理論を構築し、現在のレジームでは低人口成長と一定の

所得成長が実現している様子を示した。一方、 ���#�� �� �������� では、年金と出生率の負の相

関について簡単なモデルで数的分析を行っている。�-#���- ��� 1������� では、理論モデルを

構築して、同様の問題について考察している。/���� �� �������� は、所得と出生数が負の相関を

示しているという現象を、どのように説明できるかという問題を、先行研究では能力の違いに基づ

いて説明していたが、ここでは選好による違いによるのではないかという観点から、説明を試みて

いる。

また、内生的人口成長モデルで、年金制度が経済成長率に与える影響を理論的に考察した研究

も数多く存在する。,-��&����� は来期の世代の効用までを割り引いて考慮する効用関数を想定

し、子どもが親から遺産の形で移転を受けるモデルで、人口成長内生のモデルで公的年金が経済

成長にどのような影響があるのかを分析した。その結果、年金の拡充によって子どもを持つ誘因

が低下し、それによる一人当たり資本蓄積が増加する結果、成長率は高まるということを示した。

��&&�#�����は ,-��&�����とは異なり、子どもを持つ動機として消費的動機と老後の所得移転

の二つを考慮した場合に、経済成長率の与える影響を分析した。その結果、年金の拡充によって当

初は貯蓄減少の効果よりも出生率低下の効果が上回り、成長率は上昇するが、その後は貯蓄現象の

効果が上回り、成長率も低下し始めるということを示した。内生的人口成長モデルを用いて経済成

長の分析を行っている研究には、この他に ,-��& ��� ,-��&�����、,-��& �� �������� などが

ある。また、資本市場も考慮して、寿命と出生率の関係を考察した研究に 2���������� がある。

一方、不平等と出生率の関係について理論的に分析を行った研究に、1#���# ��� %-�������、

�� �� %#��3 ��� 4���������	 などがある。1#���# ��� %-�������は、経験的に貧富の差が大

きな国において教育の不平等も大きいことから、それを理論的に示し、教育の機会を拡大すること

で不平等の度合いが低下しうることを示した。�� �� %#��3 ��� 4���������	 は、より一般的な

設定で、不平等度の高い国においては平均的な教育水準も低くなり、そこから経済成長率も低くな

るということを示している。この他に、年金の導入が出生率と所得格差の関係に与える影響を分析

した研究に ,-�������がある。

さらに、規範的な分析ではあっても、最適な出生率にこだわらない研究も複数存在する。年金制

度の選択に関連した研究として、1����#�����は保険料拠出の経歴に応じた通常の年金給付に加

え、子どもの数に応じた年金給付を選択肢に含めてどうするのがよいかを考察し、内生的な出生選

択を考慮した開放経済の下で理論的に分析した。その結果、二つの制度を混ぜた制度ではなく、ど






ちらか一方の制度にするのが望ましいということが示されている。一方、1����#����� は、�国

モデルで政府が政策を選択し、住民移動を考慮しないということを前提に、内生的な出生選択を考

慮した地域間のスピルオーバー効果がある状況を考察した。このとき、政策変数を戦略的に設定し

ようとすることによって、非効率な均衡が実現することが示されている。

以下の構成は、第 �節が人口成長率の変化を考慮した重複世代モデルの紹介、第 	節が外部性が

ある状況における最適な育児支援政策を扱ったモデル、第 
節が情報の非対称性がある状況での最

適な育児支援政策を扱ったモデル、第 �節がまとめである。

� 重複世代モデルへの人口成長率の導入

最適な人口成長率はモデルの仮定によって異なってくる。まず、��������������� で考えられ

ているような、基本的な人口成長が変動しうる二期間の重複世代モデルを紹介する。

その前に関連する部分の予備知識を記すと、ミクロ経済学、あるいは代表的個人モデルの設

定では、市場が完備であるという仮定の下で、政府の介入なしに価格メカニズムが最適な配分

をもたらす、ということはよく知られている。一方、今回のサーベイの多くがそれに依拠する、

��������������あるいは 4�����������らが考案した重複世代モデルにおいては、市場均衡で

実現する資本蓄積量は、必ずしも定常状態で最大の消費が可能な最適水準に一致するとは限らな

い。そこで政府が公債発行をすることによって、最大の消費が可能な資本蓄積量（黄金律水準）を

実現することができる。

このように、重複世代モデルでは通常の古典派で考えられてきたような、均衡での配分が最適に

なっているという厚生経済学の第一基本定理が成立せず、いわゆる動学的効率性の問題が発生しう

る状況になっている。

��� �����	
��モデル

��������������� では、重複世代モデルの中で出生率の変化を導入し、重複世代モデルでの成

長と人口成長率の変化を同時に考察することを試みた最初の研究であると位置づけられる。このモ

デルでは、家計の効用は若年期、老年期の各期の消費にのみ依存しており、また子どもから私的な

移転を受け取ることができるような設定にもなっておらず、家計にとって子どもを持つメリットが

ない設定になっている。それと同時に、子育てのコストも明示的に表現されておらず、家計が出生

率を決めることに関して必然性のないモデルになっている。そうした設定で、重複世代モデルに特

有の動学的効率性の問題と関連させて論じている。

まず、家計の意思決定によって、何らかの貯蓄水準が決定されるが、それによって黄金律水準の

資本蓄積量に一致している保証がないのは、これまでの結論と同じである。そこで、政府が黄金律

を達成するための介入を行う。これが第一のステップである。

この状況で、仮に政府が人口成長率を自由に調整できる状況ならば、上の黄金律で実現される効

用よりも高い効用水準が実現される可能性がある。この点が、この論文の着目した重要なポイント
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であり、家計が出生率に関して無関心である状況において、また政府が出生率を自由に調整できな

い場合には、必ずしも「最適な」最適配分が実現されないことを指摘している。この結果が以下の

命題として示されている。

セレンディピティ定理：仮に人口成長率が最適な水準となっている場合には、家計が自主的に選択

する貯蓄の意思決定が、最も最適な解を実現するための条件（�-� ����.&����� &�����.#���）を満

たしたものになっている。

この設定の下では、家計が人口成長率を選択する余地がなく、何らかの理由で家計がそれを変化

させる場合に、偶然、最適な出生率であるならば、家計の最適化行動を通して最適な配分が実現す

るとしている。ただ、上でも指摘したように、出生率の決定に必然性がないため、家計の合理的行

動を考慮して出生率を内生化した成長モデルという位置づけとすることは難しい。ここでは、重複

世代モデルに人口成長率の要素を取り入れた先駆的な研究として紹介しておく。この研究に基づい

て、出生率が内生化されたモデルがいくつかの設定で構築され、それらを以下の節で紹介する。そ

の前に、この研究に関連した論点を以下で整理する。

��� 関連した研究

��������������� での枠組みに加えて、��������������0 では最適な配分を実現させるよう

な年金制度について考えられているが、そこでもやはり家計が子どもを持つ必然性がなく、人口成

長率を変えるような政策を考えることができない設定にとどまっている。

この研究に対して 4��#��#5����� は、関数形をコブ・ダグラス型に特定化して分析を行い、そ

の場合には二階条件を満たしていないため、一階条件を満たした解が最適ではなく逆に最悪となっ

ていることを指摘した。�������������� はそれに対して、生産関数が有界でない ���0������

場合には成立しないが、具体的にどのような場合に適用可能か、ということに関してははっきりし

ないと応答するにとどまっている。

その後、6��-�� ��� 7�����������	は、セレンディピティ定理が満たされるのが、%��型の効

用関数と生産関数のパラメータがどのような値をとる場合か、という条件について分析した。その

結果、双方のパラメータに依存して定理が成立する場合とそうでない場合に分けられることが示さ

れた �表 �。

表 �．最適な人口成長率の内点解が存在し、セレンディピティ定理が成立するケース
消費の代替弾力性

� � � � � � � � �

� � � � � �

生産の代替弾力性 � � � � � �

� � � � � �

一方、"�&����������	は、社会厚生関数の定義が ���������������では代表的個人を使ってい

るとし、社会的割引率で割り引いた効用の和を社会厚生と考えて、��������������� を修正した
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最適な人口成長率を求めた。社会厚生関数の定式化について、またそれと関連して最適性の定義に

ついて考察した研究には、この他に (�#��!� �� ��������、%����.)��$ �� �������
、"�����! ��

��������、6��-�� ��� ��&�����������などがある。

これとは別に、最適な人口成長とは何かを考えようとした初期の ����年前後には、ここで紹介

した研究とは全く異なる、個人が無限期生きる成長モデルで、人口成長内生化を考えた研究がいく

つか存在し、例えば 6���������、4��&���������、���� ��� 4�!�������、8�������� であ

る。しかし、無限期生きるモデルでは同じ経済に一つの世代しか存在せず、年金や児童手当などの

政策がうまく表現できないため、次第に重複世代モデルでの分析が主流となっていったと考えら

れる。

本節では、人口成長が変動しうる場合の最適な配分について重複世代モデルで考察した ������.

��������� を紹介した。このモデルでは、出生率が変化するものの、家計が必然的に出生率を決

定するという設定になっておらず、人口成長率が内生的に決まるモデルにはなっていない。そこで

以下の節では、家計が最適化行動を通して出生率を決めるモデルを紹介する。何らかの理由で家計

が出生行動を選択する時に、社会で公的年金制度が実施されている場合には、外部性が発生する。

つまり、社会的に最適な出生率が、家計で選択するそれよりも大きくなると考えられる。そのよう

な設定で考察した研究を以下で紹介する。まず次の 	節で外部性が存在する場合について分析した

研究を紹介し、
節では、さらに政府と家計に情報の非対称性がある場合の分析を行った研究を紹

介する。

� 外部性がある場合

この節では、��������������� では考慮されていなかった、子どもを持つことの便益と育てる

ためのコストを入れながら、公的年金が実施されている経済において実現する均衡と、それに政府

がどのように介入すべきか、という点を分析した研究を紹介する。大きく二つに分けると、子ども

自体から効用が得られるモデルで最適な人口成長を考えた �������� ��� ����������� と、老年

期に子どもから移転がもらえるという便益と育てるコストのあるモデルで最適な人口成長を考えた

 ����������がある。これらの研究では、代表的個人が一人の家計を構成し、それが社会厚生関数

であると仮定されていて、最適性を実現する政策についても論じられている。また、それと関連す

る研究についても紹介するが、特に、�������� ��� �����������と同様に子どもを持つこと自体

から効用が得られるモデルで、価格比が外生的に決まる部分均衡モデルにおいて、最適な人口成長

率を導出し、それを実現するための最適な公的年金と育児支援政策について考察した !�� "#��$��

�� �������	 を紹介する。

これらの議論では、定常状態での分析ではあっても、時間の移り変わりがある動学モデルであっ

た。これとは別に、一時点だけを断片的に捉えた部分均衡のライフサイクルモデルで、最適な出生

率を考慮した研究も存在する。ここでは %�&������	を主に取り上げ、その後、同様のモデルの研

究を紹介する。
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�� ���
���� ��� ��	���������モデル

��������������� では家計が子どもを持つメリットが何もなかったので、その水準の調節がで

きなかった。それに対して、�������� ��� �����������では、子どもを持つことで家計が効用を

得られ、またその一方で子どもを育てるために費用がかかるという設定になっている。そのため、

政府が補助金などを実施することによって、子どもの数を自由に変更できるという設定になってい

る。以下でモデルの概要を紹介する。

まず、均衡で実現される配分を記述するために、家計、政府の行動を設定する。家計は、若年

期、老年期の各期の消費に加えて、子どもの数からも効用を得られると仮定する。そのような選好

で、効用最大化を予算制約のもとで行うが、子どもを育てるためには一定のコストがかかるものと

する。このモデルでは、貨幣のような、減耗しない資産を考慮しており、仮にその価値があるなら

ば、家計は資本で貯蓄をしても貨幣で貯蓄をしても同じ収益率が得られることになる。均衡で選択

される消費や貯蓄、子どもの数の定常状態での配分をここでは定常均衡（��）の配分と呼ぶ。

社会的最適配分については、個人の効用関数を、子どもを育てるコストも考慮した資源制約の下

で最大化したものとなる。均衡での配分と、社会的最適な配分が異なっているのは、家計は子ども

の数を決める際に、子どもから得られる限界効用が、費用に等しくなるように子どもの数を決めよ

うとするのに対して、ソーシャルプランナーである政府は、子どもの数を決める際に、子どもから

得られる限界効用が、費用に加えて資本の調整分のコスト等も考慮して決定するためである。この

論文では、社会的最適配分で実現される効用水準を、定常状態で得られる最大の効用（6�9）と呼

んでいる。

このような違いから、均衡と社会的最適配分の一階条件を比較すると、家計の効用最大化と社会

厚生最大化で異なったものとなる。これらの最適条件式の比較から、以下の命題が求められる。

命題 �：減耗しない資産が価値を持つ場合の ��の配分は、代表的個人の定常状態での効用を最大

化しない（6�9を実現しない）。

命題 �：減耗しない資産が価値を持つ場合の ��の配分では、6�9が二階条件を満たしている限

り、6�9での人口成長率よりも低い人口成長率となる。

命題 �：減耗しない資産が価値を持たない場合の ��の配分は、年金の水準が正であるという制約

の下での6�9の配分と等しく、また ��の賃金水準と6�9での賃金水準が等しい。

ここでの結論では、減耗しない資産が価値を持つ場合には、家計の選択で決まる ��の配分と、

6�9の配分が異なるが、減耗しない資産が価値を持たない場合には、それらが一致するというこ

とになる。減耗しない資産に価値がある場合には、結果的に、若年世代から老年世代への移転が起

きている状況であり、減耗しない資産に価値がない場合とは異なり、子どもの数が資本のコストに

与える影響に歪みをもたらすため、均衡での配分が6�9の配分と異なっているのである。

さらに、論文では最適な政策についても述べられている。この場合の減耗しない資産を、自主的
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に行う世代間の移転すなわち年金��であるとする��。均衡を考えた際には、減耗しない資産の価格

がどのように変化するかということを家計が明示的に考慮していなかったため、6�9の配分と異

なるという結果になっていた。ここでは自発的な年金の収益率が、人口成長率と同じになるという

ことが定式化されているため、��の一階条件と6�9の一階条件が一致するということになる。

問題なのは、個人が自発的に拠出した年金と同じ額を、子どもも拠出すると想定している点であ

る。戦略的に考えた場合、利他主義が明示的に含まれていないため、やや非現実的な仮定の下での

限定的な結果になっている。しかし、これは世代間の一括移転ではなく、子どもに対して税金をか

け、その財源で老年世代への給付にまわすという政策によっても達成できるという。つまり、6�9

の子どもに関する一階条件と、ここでの子どもに関する一階条件が等しくなればよいためである。

この場合、上で問題となっていた戦略的な問題は解消されており、このような子育てに対する補助

金で最適配分が達成されることが示されている。ただ、実施するに当たって、政府がこの水準を

知っている必要がある。

この論文からわかることは以下のようになる。現実のように、貨幣などの何らかの減耗しない

資産に価値があるような経済においては、上の命題で示されているように、社会的に最適な配分

�6�9での人口成長率よりも、定常均衡 ���の配分での人口成長率が小さくなっている。最適な

出生率を実現する政策については、自発的な、しかも子どもの数に応じた年金によって最適な配分

を実現できる、としている。しかし自発的な年金の場合、世代間で戦略的に行動する場合、必ずし

も最適な配分が実現するとは限らず、政府が適切に子育てに課税することによって同様の配分を実

現できると結論している。

関連した研究

�������� ��� �����������では、子どもを育てるのに費用がかかるかわりに、子どもの数から

効用を得られるモデルを想定していた。この点が同じ研究には、 ����# ���  �##������、 �##�

���  ����#����� があげられる。 ����# ���  �##������ は、王朝モデルで成長率の変化や、社

会保障政策の導入など、経済変数の変化に対してどのように出生率が変化するか、という問題に対

してモデルを作り上げ、さらに  �##� ���  ����#����� で、生産部門を考慮した成長モデルで同

様の分析を行った��。彼らの研究では、人口成長率とマクロの変数を関係付けて表現するという

ことに主な関心があったため、最適性の議論はなされていない。しかし、この研究は、その後の

内生的な人口成長を含む経済成長モデルの研究の嚆矢として位置づけられる。また最近では、!��

�� また、この制度は事実上、子どもの数に応じた年金となっている。というのも全ての家計が同質的で、他の家計の反
応を見て行動を変えるという要素を考慮していないためである。このことは、老年期に可能な消費額を見ると、自分
が選択する子どもの数に応じて受け取ることのできる年金額が変化するような定式化になっていることからわかる。

�� ���������
�����でも貨幣と賦課方式年金は完全代替であると指摘されている。
�	 また、所得の増加につれて子どもの数が低下したのは、子どもの数ではなく、それと代替的な質の投入を増やしたた
めであるという考え方がある 
�� ����
���� !�"#�� ��$ %�&'�
���� 参照�。このような質・量モデルが、人
的資本モデルの前に存在しており、!���� ��$ !�"#��
�����でも資本の一部は人的資本でありうるというような
設定になっている。それとは別に、家計による消費と子どもの数から効用が得られる場合に、その配分が家事生産を
考慮した制約から求められるという、静学モデルの理論を構築した研究に('��'�
���� がある。最適性の議論とは
関係が薄いので、本稿では詳細には立ち入らない。
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"#��$�� ��� 6�:��������� が、特定の関数形ではあるが、資本蓄積も考慮して生存確率がある

モデルで最適な育児支援政策を求めている。

�� ��� ������� �� ��������について

�������� ��� �����������では、子どもを持つことから効用が得られ、資本蓄積を考慮した場

合に、最適配分を実現するための政策が一般的にどのように表現されるかということを分析してい

る。しかし、具体的に最適な配分を実現するための政策の定式化までは行われていなかった。そこ

で本節では、一般均衡モデルを簡略化して、小国開放経済での設定の下で、最適な配分を実現する

ための政策を導出した、!�� "#��$�� �� �������	 の理論を紹介する。

まず、均衡での配分がどのようにして決定するかということを記述する。!�� "#��$�� ��

�������	 では �������� ��� �����������とは異なり、小国開放経済を想定し、要素価格である

賃金率と利子率は外生で毎期一定とする。また、政府は賦課方式年金と児童手当を均衡財政で実施

する。つまり、ある期に若年層から一括の年金保険料 �、児童手当保険料 �を徴収し、その期の老

年世代に年金給付 �、若年世代に子ども一人当たり給付 �を行うとする。政府の予算制約式では、

これらの給付が毎期の保険料収入と均衡するように決定されるとする。

また、ここでも �期間の重複世代モデルを想定する。ある期に生まれた個人を考えると、若年期

に一定の労働供給を行ない、所得を得る。政府による保険料徴収と児童手当あるいは年金給付があ

るが、それらを考慮したものが個人が生涯で手にする所得となる。その所得から、若年期の消費、

老年期の消費、若年期の子どもの数を選択し、効用を得られるような選好を持つとする。この研究

では関数形を特定化して表しており、対数型の効用関数を仮定し、老年期の消費を �、子供の消費

を � で割り引くものとする。子どもを育てるのにかかる費用は外生的に決められており、子どもの

数とともに比例的に決まるものとしている。家計の効用最大化問題を解くと一階条件が導出される

が、ここでは省略する。

次に、社会的最適配分を特徴づける一階条件式がどのようになるかを以下で記述する。政府は将

来世代のことまで考慮した、以下のような社会厚生関数を持つと想定する。

�� ;

��
�	�

��	�
���
� ���
� 

�
� 

ただし 
� は若年期の消費量、
� は老年期の消費量、�は子どもの数を表している。これは、今期

が �期である場合の社会厚生関数であり、今期の個人の効用から無限期先の個人の効用まで、割引

因子 �で割り引いて足したものとなっており、代表的個人の効用関数を社会的最適の基準としてい

た �������� ��� ����������� の設定とは異なっている。また、ここでは資本は減耗しないとす

る。政府は各期の資源制約を満たしながらこの社会厚生関数を最大化することになる。この最大化

問題を解くと、社会的最適配分の一階条件が導出される。

これらの均衡と社会的最適の一階条件を比較して、市場均衡で最適配分を達成するにはを満たす

ように �を設定すればよくなるということが命題で示される。
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命題 �：政府は適切な児童手当と年金を組み合わせることで、社会的に最適な状況を再現すること

ができる。特に、�� � ���� < � < ��� < ��とすると、

��� ; �� ならば、無介入で、

���� � �� ならば児童手当と年金によって

����� � �� ならば子どもへの課税と老年世代から若年世代への移転によって

再現できる。また、最適な出生率を実現するための児童手当の水準は

� ;
�

� < �

として求められる（ただし � は利子率を表している。）。

この研究では、小国開放経済の部分均衡モデルで、子どもを持つことによって効用を得られるモ

デルにおける最適な政策を考え、年金を実施するべき状況においては、児童手当の水準は年金額と

一定の比率にするべきだということを示した。部分均衡モデルで、効用関数も特定化した下での分

析ではあるが、そのような仮定の下では児童手当が年金の一定比率になることが示されている。

関連した研究

小塩 ����� では同様の分析を資本蓄積を考慮したモデルで行っており、命題 
に相当する結論

を導き出した。さらに遺産動機を考慮した場合に拡張して分析を行っている。*0=>� �� �������


では、女性の労働供給をモデルに導入して考察したが、市場の均衡では最適が達成されず、一定の

政府の介入によって最適配分が実現されるというような同様の結果が示されている。また、?��&�

��� 6���#�����では、*0=>� �� �������
と同様に女性の労働供給を考慮したモデルで、子どもの

数に応じた年金と、そうではない年金の両方がありうる状況を考察したが、子どもの数に応じた年

金だけでは最適な配分が実現されないことを示した。また同じ論文の中で、育児支援政策によって

も子どもの数に応じた年金と同等の効果があることも示されている。

7���#������ は、一般的な選好の仮定の下で、!�� "#��$�� �� �������	と同様に、一定の割引

因子で将来世代を考慮する社会厚生関数を想定していて、外部性が存在するモデルを考えている。

このモデルでは、人的資本が考慮されている。子どもの教育への補助金と子ども一人当たりの補助

金が考察されているが、前者によって外部性が改善されても、後者では改善されないといった議論

がなされている。さらに、年金の給付方式に依存して、どのような配分が実現されるかということ

が示されている。

�  ����	������モデル

�������� ��� �����������は、子どもを育てるのに費用がかかる代わりに、子どもの数から効

用が得られるモデルを考えていた。それは  ����# らが考えるように、子どもを持つ理由は子ども

から効用が得られるためである、という仮説に基づいたものである。それに対して、社会保障制度

が整備されていない時代により当てはまるような、子どもを持つのは老後の所得面での世話をして

��



もらうためである、という老後保障仮説��を想定したのがこの研究である�
�。この論文では、子ど

もを持つメリットが、子どもから得られる効用ではなく、子どもから老後に移転を受け取ることが

できるという点に設定されている。

最初に減耗する資産に価値がないケースを考え、その次に価値があるケースを考える。まず、均

衡での配分を特徴付ける一階条件式がどのように導出されるかを示すための、この研究での経済を

記述する。家計の選好については、若年期と老年期の各期の消費から効用を得られる一方、子ども

の数 � < �から効用を得られることはないと仮定する。この点では ���������������と同じ設定

となっている。しかし、子どもを育てるのには費用 � がかかる一方で、老後に移転 �がもらえる

というメリットがあり、家計はこの費用と便益を考慮して最適になるように子どもの数を調節す

る�

。家計の効用最大化問題では、若年期と老年期の消費と子どもの数に関して効用が最大にな

るように決定する。二期間の消費の限界代替率が価格費に等しくなるという条件に加えて、ここで

は、子どもから得られる収益と貯蓄から得られる収益が同じにならないと、両方を持つことはない

ので、均衡ではこれらの収益率が等しくなるという条件を置いている。

次に、社会的最適配分を特徴付ける一階条件がどのようになるかを記述する。一人当たりの資源

制約には、ここでも子どもを育てるための費用が考慮されている。また、資本については一期で完

全に減耗すると仮定されている。家計の二期間の消費の代替率が人口成長率に等しくなるという条

件に加えて、子どもに関する条件は、老年期の消費が増えるという効果と、子育てコストと新たに

資本蓄積をしなければいけないコストの両者が等しくなるという条件が必要となる。

最適配分の一階条件を均衡での一階条件と比較することで、以下の命題が求められる。

命題 �：均衡での解が最適な解と等しくなるための必要十分条件は、子どもからの収益率が人口成

長率に等しくなるという条件、すなわち ��� ; � < �� である。ただし、� < �� は社会的最適配分

での子どもの数である。

それに引き続いて最適解をどのようにして政策によって達成するかが考えられている。

命題 �：� � ��� < �� � �とする。若年世代が � を拠出して、老年世代が自分の子どもの数に応

じて移転（あるいは年金）を受け取ることができるという政策を実施すれば、経済は均衡で最適配

分が実現できる。

論文では、この結果のほかにいくつかの政策（児童手当、資本課税、老年世代に対する一括移転）

が考えられており、それぞれの効果について検証しているが、子どもの数に応じて給付を受けられ

る年金とは異なり、最適な配分は実現しない、ということも明らかにされている。

次に、貨幣のような減耗しない資産があるモデル（貨幣経済）で考える。この場合、��������

��� ����������� で見たように、資本の収益率よりも貨幣からの収益率 ���
���（ただし �� は �

期の貨幣の相対価格）の方が高い場合には、家計に貨幣を持つ誘因はなく、貨幣の価値はゼロとな

�
 )��$*�+� ��"��'��, -�.��-��'� の訳語。詳細は !��$�'� ��$ /����
�����などを参照のこと。
��� その他に子どもを持つ動機として、農業経済などでの労働力の確保という動機が考えられる。
��� 実際には均衡で両者を持つことになるが、この均衡は「ナイフエッジ」のようになっている。

��



る。逆に、貨幣からの収益率である人口成長率が、資本からの収益率よりも高い場合には、貨幣を

持つ誘因が生まれる。ただし、この後者のケースでは裁定が働いて、均衡では貨幣の収益率が資本

の収益率に等しくなるまで低下する。また、このモデルでは、前半部分でも見たように、子どもか

らの収益率と資本からの収益率が等しくなるように均衡している。

このような状況で、政府はどのような政策を行うことで最適配分が実現できるかを考えている。

既に命題 �で見たように、子どもからの収益率が社会的に最適な出生率に等しい場合には、社会的

最適配分が実現されることを考慮して、以下の結果を示している。

命題 �：もし �� � �ならば、児童手当 � � �� �

���

もしくは資本課税 � � � < �� � �
�
を、一括

課税（もしくは一括補助金）によって財源を調達して均衡財政で運営する場合には、最適な配分が

実現できる�
。

この命題は、貨幣に価値がない場合とは異なり、子どもの数に応じた年金ではなく、児童手当、

あるいは資本課税によって、子どもから得られる収益を調整することで最適配分を実現することが

できるということを示している。

この研究では、子どもの収益率が資本の収益率に等しくなるように両者が選択されるとし、それ

に基づいて分析が行われている。それによると、社会的最適の条件は、子どもから得られる収益率

が社会的に最適な出生率に等しくなることであった。これを実現するための政策を、貨幣に価値が

ない場合、ある場合でそれぞれの政策が考察された。このような、老後保障仮説に基づいた重複世

代モデルによる研究を、以下で紹介したい。

関連した研究

)�������� は、労働の生産性が �タイプあるモデルを構築し、子から親への利他主義がある場

合に、政策が経済変数にどのような影響を与えるかについて分析している。また、(��-���#� ���

,-��&�����では、子どもの親に対する利他主義があるモデルで、移転額を内生的に決めることが

できる場合に、人口成長が内生的だと、年金を用いても最適な配分が維持不可能であることを示し

た。,-��& ��� (��-���#�����	では、資本市場がある場合に、そうした結果がどのように変化

するかを分析している。%�&������� では、(��-���#� ��� ,-��&����� の分析について、個人

が同世代の全体の子どもの数を自由に決められる、という暗黙の仮定に依存しているとし、それが

ない場合には、年金の導入によって厚生が改善することを示した。(��-���#� ��� ,-��&�����

では、さらに部分的に個人の子どもの数に依存した年金を導入して、その場合の定常状態での厚生

が、給付が完全に個人の出生率に依存した年金がある場合や、年金のない場合と比較して高くなっ

ていることを示した。

��� 人口成長が内生的なモデルでは、人頭税が一括税にならない場合があることに注意せよ。

�	



�! "�#�������モデル

前節までは重複世代の成長モデルで人口成長内生化を考えていたが、家計の意思決定のみに着目

したライフサイクルモデルもある。この節では %�&������	のモデルを紹介する。

まず、均衡での配分がどのようになるかを描写する。このモデルでは第 �期が子ども、第 �期が

大人で、それぞれの消費から大人は効用を得られるとする。さらに家計は子どもの数に応じて効用

が得られるとし、効用関数を以下のように仮定している。

	 ; ��

 < ����


予算制約式では、子育て時間の労働供給が減少するような設定になっている。家計の最適化問題を

解くと、一階条件が導出される。

一方、社会的最適配分がどのようになるかを見ると、今度は社会厚生関数を以下のように与えて

いる。
� ; ��

 < ��< ����


この社会厚生関数では、� � �である限り、子どもに対して家計よりも大きな評価をしていること

になる。� ; � の場合には、今期の大人の効用関数と一致する。モデルでは明示的に考えられて

はいないが、例えば政府が賦課方式の公的年金を実施している場合には、個人レベルで自分の子ど

もから得られる効用は小さいが、社会的にはそれよりも大きいという外部性が存在し、そのような

ケースをこのモデルでは外生的に仮定していると考えることもできる。

ここでも最適化問題を解いて一階条件を求め、均衡での一階条件と比較する。その結果、異なっ

ているのは係数 � < ��� のみとなっている。これらの一階条件の比較によって、最適な配分を市

場で実現するためには、子どもを持つことに対する補助金に加えて利子率に対する補助金を与える

という政策を組み合わせる必要がある、と結論している。

関連した研究

(�#��!� �� �������� は %�&������	と同様に、資本蓄積の動学がない �期間で世界が終わるモ

デルで、社会厚生関数の設定によって最適な出生数が異なることを示し、最適な出生数を達成する

ための政策を示した。社会厚生関数の候補として、ベンサム型とミル型を想定している。家計の効

用関数が
	
�

� �� 	�


であるときに、ベンサム型の社会厚生関数は

� ; 	
�

� �� 	�
 < �	�


であり、またミル型の社会厚生関数（あるいは一人当たりの効用水準）は

� ;
	
�

� �� 	�
 < �	�


� < �

�




となる。これをみると、ベンサム型の社会厚生関数は %�&������	 で考えられているものとほぼ

同じになっていることがわかる。ミル型の社会厚生関数はやや異なるが、この枠組みでは �期で世

界が終わってしまい、限定的な仮定の下での議論になっている。これらの社会厚生関数の下での最

適な出生率の水準がどの程度かを求め、それを実現する政策を考えている。これらのタイプの静学

的なライフサイクルモデルは情報の問題を考えるのに適していて、その応用が最近になって盛んに

なってきた。以下の 
節では、必ずしも静学モデルではないものの、部分均衡モデルで情報の非対

称性を扱った研究を紹介する。

�� まとめ

本節では内生的人口成長モデルで最適人口成長に関する研究を見てきたが、問題点として以

下の � 点があげられる。まず � 点目は、モデルの仮定に依存して均衡が存在しない、あるいは

存在してもそれが複数であったり、不安定であったりするような場合があるという点である。

今回紹介した研究では、安定的な均衡が � つだけ求められるように、優等生的な関数形を持つ

ということを前提にして議論が進められていたが、人口成長が外生的な場合の成長モデルと異

なって、必ずしも存在するかどうかはわからない。均衡の存在やその性質に関する点に絞って

なされた研究に 1��� ��� 1���������、)��� ��� �#���!��������
、2�� ��� ,-��&�����、

%-��#�0�#�������、(��-���#� ��� )�������� などがある。

� 点目は、通常の経済学がベースとして考えているパレート最適の概念が、人口成長が内生の

場合には通用しないという点である。4��&���������、�������� ��� �����������、(�#��!� ��

��������、7���#������らも懸念していたが、彼らは一人当たり効用、もしくは総効用などで済ま

せていた。近年、"�����! �� ��������や6��-�� ��� ��&�����������は、人口成長が内生的な場

合について、パレート最適に変わる概念を構築しようと模索し、人口成長が内生のモデルにおける

効率性の概念の基礎的な部分が議論されている。

このように、内生的人口成長のモデルでは必ずしも均衡が保証されず、また最適性の定義がいく

つか存在するという問題はあるが、均衡が存在すると仮定し、社会厚生に一定の仮定を置いた上で

議論がなされている。また、これまでは年金を実施していることによる外部性が社会的最適と均衡

が一致しない原因として機能していたが、投資の外部性があることによって社会的最適が均衡と一

致しないような設定を、内生的人口成長モデルで考察した研究に ,-��& ��� ,-��&�����がある。

� 情報の非対称性がある場合

前節では、子どもに外部性がある場合にどのような政策を行うべきか、という問題を分析した研

究を紹介してきた。この節では、親の育児に関して情報の非対称性がある場合についての最適な政

策を示した研究を紹介する。

情報の非対称性の問題には大きく二種類ある。一つがモラルハザード、もう一つが逆選択であ

る。モラルハザードとは、事前に同一の個人が、結果に対して確率的に影響のある努力水準が観察

��



不可能である場合には、それを利用して、結果によって報酬が変わらないなら努力することを怠る

という状況であるが、個人に努力させるために報酬にインセンティブを与える必要が出てくる。一

方、逆選択とは、事前に能力の異なる個人がいる場合に、ある個人が自分のタイプを正直に申告し

ないという状況であるが、この場合も、自分のタイプを正直に申告させるため、正直に申告した場

合にでも正直に申告をしなかった場合と同程度の効用水準を補償するようなインセンティブを与

える必要が出てくる。それぞれの問題について、少子化の文脈でなされた研究はいくつか存在する

が、ここではそのうち、年金制度との関連で論じられた %#���# �� ��������' ����を紹介する。

!�� "����� �� �������$�モデル

ここでは、モラルハザードのモデルを扱った研究である %#���# �� �������� を紹介する。最初

に完全情報の場合（政府が個人の選択を観察可能な場合）、次に不完全情報の場合を分析する。

��	観察可能な場合

ここでも引き続き、重複世代の二期間モデルを考える。家計は若年期に消費と子どもの数の選択

を行い、老年期に年金による消費を行う。家計は事前に同一であるが、子どもに対する初期投資 �

に依存して、確率的に子どもの数が �
、あるいは � になるとする�
�。ただし �
 � � である。�

の初期投資をする時の子どもの数が �� になる確率を ����とする。また、特に ��� ; ���とお

く。この場合の世代の平均出生数は @��� ; �� � ����
 < ���� となる。家計は子どもを持つ

ための初期投資として �が必要である他に、子どもを実際に持つことになると、一人当たり �の費

用がかかることになる。それにもかかわらず、このモデルでは子どもからは特に何も効用を得られ

ないと仮定する。

家計は若年期、老年期の各期の消費 
�、�� からしか効用を得られず、効用関数は以下のように

なる。

	 ;
�

�	


����A��
� < ����B

ここで �と � は強凹 ���#����+ �����!� 関数と仮定しておく。

このモデルでは定常状態を想定していて、また資本蓄積を考えておらず、外生的な利子率 �を所

与として考える。また、若年期には外生的な所得である �が得られるとする。政府が公的年金を導

入しようとするときに、賦課方式で年金を実施する場合には収益率は @���� �、積立方式で実施す

る場合には �となる。ただし、@���は、�の努力をした場合のこの世代全体の平均の子どもの数を

表している。

均衡での配分について考えてみると、効用関数を予算制約の下で各期の消費水準と子どもへの初

期投資水準について最適化すると、一階条件が求められ、�� ; �が求められる�
�。この結果を直

��� 以下では子どもの数が �� である個人をタイプ �、�� の個人をタイプ �とする。
��� 添え字の � は均衡 
��'���� 0�'��� を表している。以下で別の添え字が登場することになるが、� は積立方式


�����+��、� は賦課方式 
.��*��*���*+��を意味する。

��



観的に解釈すると、家計にとっては子どもへの初期投資の水準を上昇させることによって、子ども

の数が多いタイプの個人になる確率が高まるが、それによって可能な消費量は低下するため、子ど

もへの初期投資を増やす誘因はないと考えることができる。

以下では社会的最適配分を特徴付ける一階条件を、年金が積立方式で実施される場合、賦課方式

で実施される場合について、それぞれ考える�
�。経済全体で見る場合には、賦課方式年金でも収

益率 @���� �に不確実性はない。

��
�	積立方式の場合

最初に、上の社会厚生関数を積立方式の場合の資源制約で解く問題を考える。このとき、個人の

消費は、実現する子どもの数に依存しないで一定になることが望ましいので、子どもの数が �
 で

あっても � であっても、若年期の消費は 
となり、老年期の消費は �となる。また積立方式の場

合、政府にとっても子どもから便益を受けられないので、�	 ; �が最適となる。利子率が � の場

合の社会厚生を� �

	��とおく。

��
�	賦課方式の場合

同様に社会厚生関数を賦課方式の制約で解く問題を考えると、各状態で、個人の若年期、老年期

の消費に変動がないような配分が最適となる。子どもへの初期投資に関する一階条件は以下のよう

に表される。
@�����

@�
� �� @����� ; �

これは、第一項が子どもへの初期投資を増やすメリット、第二項と第三項がコストである。具体的

に各項は、子どもへの初期投資を増やすことによって子どもが増えた場合に、経済全体での老年世

代を支えるコストが小さくなるというメリットと、子どもへの初期投資を増やす直接的なコスト

と、結果として子どもの数が増えるが、それを育てるコストとなる。この場合、この便益と費用の

関係によっては、必ずしも社会的に最適な子どもへの初期投資の水準はゼロにはならない。最適の

場合の社会厚生水準を� �


 とする。また、最適な初期投資の水準を �
 とする。

��
�	両方式の比較

これらのケースを比較する。まず、� < � � @���
 の場合には、積立方式の方が有利になる。し

かし、� < � � @���
  の場合には、必ずしも賦課方式が有利かどうかはわからない。この場合、

賦課方式で達成される効用水準を仮に積立方式で実施する場合に必要な収益率を C� と定義する。

�< � � @���
 の時に、� � C�ならば、積立方式の方が有利になり、� � C�ならば賦課方式の方が有

利となる。

��
�	均衡での実現

最初に、積立方式の方が望ましい場合について考える。上で見たように、実現する状態に関わら

ず同じ消費水準を維持することができるような配分が望ましい。しかし、政府が何もしなければ、

子どもの数が �
 の人は、� の人よりも子育ての費用が少なくなり、より多くの消費が可能にな

��� ここでは賦課方式か積立方式かどちらか一方のみで実施されると場合を考察する。

��



る。そこで、政府は �� � ����� � �
�を � の人に移転し、����� � �
�を �
 の人から徴

税すればよい。そうすると、どちらのタイプの親も、結果として同額の �@���を子育てにかけるこ

とになる。

次に、賦課方式の方が望ましい場合について以下で考える。保険料 �� と年金給付 �� について

は、政府の予算制約を満たしている必要がある �
�

������ ; @���
�

������。また、若年期、老

年期の消費を状態に依存せず同じにする必要がある ��
 � � ; �� � �
�� �
 ; � ; � 。さ

らに、子どもへの初期投資について、適正な水準に引き上げるように政策を行う必要がある。ここ

で、プランナーの問題で求めた最適な初期投資の水準と老年期の消費水準をそれぞれ �
、�
 とお

く。年金給付額を � ; @� < �@���
 とする。ただし @� は定数で、 @� ; �
 � �
 @���
 を満たすと

する�
�。

ここまでの議論から以下の命題が示される。後に観察不可能な場合と比較する。

命題 �：�� 積立方式の年金を実施する場合、タイプ �には ����� � �
� の一括税で、タイプ �

には ��� ����� � �
� の補助金で、最適な配分が実現できる。

��� 賦課方式を実施する場合には、最適配分の実現のために、子どもへの最適な初期投資水準 �


を実現させることが条件の一つとなる。そのために、年金の給付を � ; @� < �@���
 、ただし
@� ; �
 � �
 @���
 であるように設定すべきとなる。さらに、若年期と老年期の消費水準を最適に

選択させるため、�
�� ; ����
� � �、さらに政府の予算制約
�

������ ;
�

�������@���

を満たしている必要がある。

���� 賦課方式で実施する場合に得られる効用水準を、積立方式で実施する場合に必要となる（補償

的な）収益率を C� とする。このとき、もし収益率が � � C� ならば積立方式で、� � C� ならば賦課方

式で実施するのが望ましい。

この結果は、情報の非対称性がない場合には、リスク回避的な個人に完全な保険を与えるべきで

ある、という標準的な結論に相当する。この文脈では、子育てへの初期投資 �が同じでも、実現す

る子ども数が異なってしまい子育てへの費用負担に差が出る場合、移転によってそれを補填するべ

きである、という結果になっている。また、賦課方式で実施する場合には、年金の給付水準を子育

ての初期投資に結びつける制度を実施することで、最適な初期投資水準に調整する必要があるとい

う結果になっている。

��	観察不可能な場合

これまでは全ての変数が観察可能であると想定していたが、ここからは子どもの数 �のみ観察可

能で、若年期の消費 
あるいは子どもへの初期投資 �は観察不可能であるとする。このようなケー

スでは、子どもへの初期投資に対する補助金が不可能なので、子どもの数に応じた補助金によって

補完するのが望ましくなると考えられる。以下で詳細をモデルから確認する。

��� このとき、� 1 �� 2 3�
�� �
�� �� �となり 
�� は所与�、（実現する子どもの数とは関係なく）初期投資を増やせ
ば年金の給付額が増える仕組みになっている。

��



��
�	積立方式の場合

積立方式の場合には、観察可能な場合と同じとなる。というのも、子どもに対する初期投資はし

ないのが最適であるためである。

��
�	賦課方式の場合

家計の問題を解くと、今度は政府の移転政策によって、� が内点解になる可能性が出てくる。�

に関する一階条件を示すと、

����A��
 < ���� ��

� ���
B� ��� ������

� ������
 ; �

以下では、この式の二階条件が成立すると仮定する。この式の左辺第一項が、� が増えることによ

る便益、つまりタイプ � が、タイプ � を真似する方が効用が高くなる効果を表している。左辺が

負になるのは、例えば 

 ; 
 ; 
、�
 ; � ; � のような場合であり、この場合には � ; � と

なる�
�。この問題を満たす � を D���
� �� �
� �と表すと、D� はこれらの変数によって変化する。

というのも、子どもの数が �
 である個人にとって � である個人を模倣することの魅力が変化す

るためである。

これを踏まえて、政府は予算制約式と、個人の最適化問題の一階条件から求められる D� の制約を

満たしながら、社会厚生関数を最大化する。各タイプの保険料と年金給付、さらに初期投資の水準

に関する計 �本の一階条件を求めて、どのような配分を行うのが望ましいかを考えるが、� が内点

解と端点解の場合で結果が異なるため、以下では分けて考える。

��
�
�	 D�が内点解の場合

上でみた、� の政策に対してどのように変化するかという分析では、タイプ �の保険料が与える

影響が不明であったので、これに対してさらに仮定をおくことで、以下の命題を示している。

命題 ：�� 積立方式の場合には、観察可能な場合と不可能な場合で解が一致する。

�0 賦課方式の場合には、�D����
 � �と仮定すると、��年金給付は子どもの数が多いほどもらえ

�� � �
、保険料は子どもの数が多いほど少なく ��
 � �、子どもの数が多い個人ほど補償は

多く �
 � 

、子どもへの初期投資、また平均の子どもの数は、観察可能な場合の水準と比較し

て小さくなる。

この命題では、賦課方式の場合に子どもの数が多いほど老年期の年金給付額が大きくなってい

る。この結果を解釈すると、観察不可能な場合には努力するインセンティブがなくなるので、結果

に対してある程度の報酬を与えなければ個人は努力をしない。賦課方式の場合には社会的に一定の

出生率を確保したいので、個人が消費できる量を子どもの数に反映させるような政策が望ましくな

る、ということになる。

��
�
�	 D� が端点解の場合
D� が端点解の場合には、どの政策変数を変化させても偏微分が �となることが示されている。こ

��� ここでは、� が非負であるという条件による端点解のみを考えている。予算制約によって � が上限で端点解を取る
ケースについてはないと暗黙のうちに仮定されている。

��



れを考慮すると、� ; �ならば 

 ; 
 ; 
、�
 ; � ; �である場合に最適になるので、上の一階

条件を整理すると以下のようになる。

����
 < ������� � �


�
�

@���� �@���

�

これを見ると、子育ての費用が非常に高い場合や、個人が大きな危険回避度を持つ場合には � ; �

で負になる場合があり、その場合には � ; �が最適解となる。

��
�	 観察不可能な場合にどちらが望ましいか？

以上で観察不可能な場合の積立方式、賦課方式での社会厚生水準をそれぞれ�	�
	 ��、�	�


 と

する。これまでの結果から、�	�

 � � �


、�
	�
	 �� ;� �

	��となる。また、�
	� を�	�

	 ��	� ;

�	�

 となるような収益率とおく。これを用いて、以下の命題が導かれる。

命題 ��：�	� を不完全情報の場合に賦課方式で実現する効用水準を、積立方式で実現するのに必要

な（補償的な）収益率とする ��	�
	 ��	� ;�	�


 。このとき、�	� � C�、�	�
	 ��	� � � �

	��
	�、

�	�

 � � �


 となる。

この研究では初期投資 �が出てきたが、具体的にこれが何を指しているのかについてよく考えて

みる必要がある。子どもを産むまでのいろいろな努力が考えられるが、結婚せずに子どもを持つこ

とが一般的ではない日本で大きな要素となりうるのが、結婚するための努力である�
�。

ここでは個人が事前に同一であるという仮定がなされており、個人レベルでは子どもを持つイン

センティブは存在しない。そのような状況で、子どもを持つ努力をさせる必要があるのは賦課方式

年金を実施している状況のみで、その場合には年金給付に努力水準を反映させるべきである。その

ような努力が観察不可能な場合には、結果として出てくる子どもの数に依存させて、消費にインセ

ンティブを与えるような政策が最適となる。これが、モラルハザードのモデルから言える結論であ

る。現実の文脈で考えなおせば、個人に子どもを持つインセンティブがなく、社会的にはある場合

に、努力水準が子どもの数に対して確率的に影響を与え、観察不可能な場合には、子どもの数に応

じて年金額、あるいは若年期の消費もインセンティブをつけて調整することが必要になるというこ

とである。

その他の研究

逆選択の問題をその他の少子化、あるいは内生的な出生率の文脈で扱った研究には、%�&�� ��

�������	、��������
 がある。%�&�� �� �������	 では、子どもの質を将来の所得（将来の課税

ベース）とみなし、子どもに外部性があるという想定の下で、政府がどのようにしてインセンティ

ブを与えるかというモデルで最適な補助金を分析している。��������
は、賦課方式の年金があ

る状況で、子どもに対する人的資本のあるモデルを想定し、子どもの質に不確実性がある場合に

は、年金による保険で厚生が高まるが、それによるモラルハザードの問題も生じ、インセンティブ

��	 そのほかに、不妊治療などの努力によって子どもが生まれやすくなるとすれば、これらも努力水準の一つになるかも
しれない。

��



を与える必要があると論じている。

!�� 逆選択のモデル

ここまでは、事前には同一の個人が、結果に不確実性のある子どもへの初期投資を行うモデルを

見てきた。この節では、逆選択の理論を応用した %#���# �� �������� を紹介したい。

��	観察可能な場合

前節とは若干モデルが異なるので、まず基本的なモデル設定を行う。まず、子どもを育てるコス

トを � � � � �
 とし、個人に �タイプ存在するケースを考える。つまり、タイプ �の方が子ども

を育てるコストが小さいとする。 タイプの割合を �� とすると、平均の出生率は @� ; �
�
<��

となる。また、タイプ  の親の子育て総コストを !� として定義すると、!� ; ���� と表現される。

さらに、個人の効用関数を以下のように設定する。

	� ; ��
� < ���� < "���

ただし、これら ���、���、"��はそれぞれ増加関数で強凹関数であるとする。

このような設定で、個人は老後の消費に備えるために、積立方式と賦課方式の年金の二通りが利

用可能であるとする。積立方式の場合には、外生的な資本収益率 �が仮定される。家計の効用最大

化問題を解いて、一階条件式が求められるが、それによって �� � ��
、また 
� � 
�
 と �� � ��


はいつも同じ符号、!� � !�
 は違う符号である、ということがわかる。そのロジックは、タイプ �

の方が子育てのコストが小さく、子どもの数は多くなる。また、異時点間の消費の限界代替率はタ

イプに関係なく同じであるので、これらの差の符号も同じとなる、ということである。

次に社会的最適配分を考える。社会厚生関数は各タイプの個人の割合で荷重平均した効用を考

え、積立方式と賦課方式の各場合について、最大化を行う。以下で、各場合についてどのようにな

るかを分析する。

��
�	積立方式の場合

社会厚生関数を資源制約の下で最大化すると、最適化の一階条件から、
	
 ; 
	 ; 
	、

�	
 ; �	 ; �	、また �	
 � �	 となることがわかる�
�。これは前節と同様に、個人は子ど

もの数に関係なく、一定の消費ができることが望ましいためである。ここでは開放経済を想定して

おり、政府は毎期、老年期の消費用の資源を一定の収益率で運用していると考えられる。

この最適を均衡で実現するためには、移転のための課税を導入すればよい。具体的には各タイプ

が若年期に �� 
	� � ���
	
� を支払い、老年期に �	 を受け取るようにする。!	
 � !	 の場合

には、タイプ �の個人がより多く税金を支払うことになる。

また、!�
 ; !� の場合には、タイプ間での移転は必要ない。さらに !�
 � !� なら !	
 � !	 と

なる��。また、!�
 � !� なら !	
 � !	 となる。この大小がどうなるかということについては、

��
 添え字の �� は積立方式で社会的に最適な配分を表している。
��� ��

�
	 ��

�
なら、
�

�
� 
�

�
、��

�
� ��

�
であるが、各タイプで消費量を均等にするため、タイプ１から税をとってタイ

��



何ともいえない。

��
�	賦課方式の場合

積立方式の場合と同様に、社会厚生関数を資源制約の下で最大化すると、最適化の一階条件か

ら、


 ; 

 ; 

、�

 ; �
 ; �
、また �

 � �
 となることがわかる�
。さらに

子どもの数に関する一階条件式を、均衡でのそれと比較する。賦課方式年金を実施している状況な

ので、子どもから効用が得られるだけでなく、子どもが増えることによって老年世代を支えやすく

なるという効果が加わっており、積立方式の場合と異なっている。

以下では、市場の均衡で最適をどのようにして実現するかを考察する。上で指摘した、老年世代

を支えやすくなる効果である # � �
 ��@�
  を子育てに対する一人当たりの補助金として支給

することによって、均衡で社会的最適配分が実現できる。また、老年期の消費に関しては、各タイ

プで同じになるように年金を支給すればよいが、保険料 �� は異なり、保険料 �
 と � が、補助金

導入後の子育て費用で評価した、子育てにかかる費用の総額の差を満たす必要がある�。さらに、

以下のような政府予算制約が満たされている必要がある。これら二つの制約式を満たすような移転

額が、均衡で社会的最適配分を実現するためには必要になる。

��
�	両方式の比較

これらのうちで、どちらの方が望ましいか、つまり実現する効用水準�	 と�
 のどちらが

大きいかを考える。� < � � @�
 の場合には、積立方式の方が望ましい。逆に � < � � @�
 の場

合には、複雑となるので、ここではこれ以上の分析はしない。

��	観察不可能な場合

これまでは子どもを育てる能力 �� が観察可能な場合を扱っていたが、以下では、�� と若年期の

消費 
� が観察不可能な場合を想定する。子どもの数 �� と老年期の消費 �� は観察可能とする。こ

の場合のセカンドベストの問題を表記する場合、若年期の消費 
� を  タイプに対する課税 �� で表

す。均衡では、非線形の � ��と ���を用いることで、次善の配分が実現されることになる。目

的関数は ��� � � ���� ���� < ������ < "���となる。

一階条件は

� �� � ���
�����

���
�
; ��� <

"����

���
�

となる。この式の左辺は、家計  の若年期の消費単位で考えた �に関する限界税率を表している。

第一項が若年期の子どもの数に関する限界税率 � ��、第二項は老年期の消費の子どもの数に関する

変化 ��� に異時点間の限界代替率 �������
��
�をかけたものとなっている。この左辺に ��をかけ

たものを補助金 #� と定義し、最適な点では、#� ; �� � "������
��
�が成立するように設定する。

プ �に移転がなされる。もし子どもが正常財ならば、そのような政策によって ���
�

	 ��
�
となる。これより上の関

係が示された。
��� 添え字の �� は賦課方式で社会的に最適な配分を表している。
��� 以下では ��、3�、��、�� に関しては上付き文字を落として表記する。

��



��
�	積立方式の場合

観察不可能な場合には、各タイプの個人が、もう一方のタイプを真似しないように誘因を与えて

政策を決定する必要がある。その誘因両立制約を考慮した最大化問題を、各タイプの保険料、年金

給付、子どもの数について解くと、�本の一階条件を求めることができる。�つの誘因両立制約が

等号で成立する場合としない場合で場合わけを行い、�つの制約条件を両方満たす場合、一方しか

満たさない二つの場合の 	通りについて場合分けをして分析することができる。以下では各ケース

について見ていく。以下で $� はタイプ %の誘因両立制約のラグランジュ係数を表す。

��	 $
 ; $ ; �の場合

この場合、何の制約もない状況での最善の場合と解が同じになる。上でも既に見たように、

!
 ; ! であれば均衡での配分が偶然、最善の配分と一致する。

���	 $
 ; �、$ � �の場合

この場合には、タイプ �がタイプ �を模倣するというような状況である。つまり、タイプ �が給

付を受けて、タイプ �が子どもを少なく持つことによって、タイプ �を模倣したくなるような状況

である。この場合の配分をまとめると、� � �
、
 � 

、� � �
、#
 � �、# ; �、� � �
 の

ようになる。タイプ �の消費量が多くなっているのは、タイプ �がタイプ �を模倣しないように配

分を改善させるような移転が行われるためである。また、この場合、タイプ �にはタイプ �を模倣

する誘因がないため、� の選択に関して歪みがないが、これが # ; �に反映されている。一方、

タイプ �についてはタイプ �を模倣する可能性があるのがこのケースなので、タイプ �にとって

それほど魅力的にはならないように、タイプ �の子どもが課税されている。この �
 は、最適な場

合と比較してより低くなっている。

����	 $
 � �、$ ; �の場合

この場合、タイプ �がタイプ �を模倣しようとする。この場合の配分を整理すると、���とは逆

に � � �
、
 � 

、� � �
、� � �
、#
 ; �、# � �のようになる。上のロジックと同様に、

タイプ �がタイプ �を模倣しないように、タイプ �の消費量が優遇されている。また、タイプ �の

子育て費用には補助金が与えられているが、これによって、能力の高いタイプ �により子どもを多

く持たせることで、能力の低いタイプ �が模倣しないように、誘因制約を緩めているのである。

どの場合か？

ここでは詳細に触れないが、!�
 ; !� の場合には、��のケースに当てはまり、!�
 � !� の場合

には ��もしくは ���、!�
 � !� の場合には ��もしくは ����となる。これを表にまとめると、以

下のようになる。

��
�	賦課方式の場合

今度は、私的な貯蓄がないという想定で、賦課方式で年金を実施する場合を考える。予算制約式

では、一定の所得から保険料を負担した後、消費、子どもを選択する。

さらに、資源制約については賦課方式なので、徴収した保険料からその期に存在する老年世代の

年金（消費）をまかなうように決定される。政府は積立方式の部分で見たのと同様に、社会厚生関

�	



表 �．積立方式の下での次善の政策
ケース 年金 �� �� どのような場合か

���� �� � �、�� � � �� � �� � � � ��� � �
�
� �が小さいとき

	� � 	�

����� �� � �、�� � � �� � �� � � �
�
� � �

�
� � �で、大きいとき

	� � 	�

������ �� � �、�� � � �� � �� � 	 �
�
� � �

�
� � �で、大きいとき

	� � 	�

数を �本の誘因両立制約を満たすようにして最大化する。一階条件の式を積立方式の場合の条件式

と比較すると、各タイプの保険料と年金給付の 
本に関しては、収益率が � < �から @�に変更され

た以外は同じになっており、子どもの数に関する � 本もほぼ同じになっている。これらを整理し

て、	つのケースに場合分けして分析を行う。

��	 $
 ; $ ; �の場合

この場合、どちらの誘因制約も等号で満たされず、制約がない状況となる。

 ; 
、�
 ; � が

成立し、!�
 ; !� ならば移転がない状況となる。また、最善で � � �
 ならば、タイプ �がより

多くの補助金を受けることになる。しかし、移転の純受取額がなくなるように、若年世代に課税が

なされる。

���	 $
 ; �、$ � �の場合

タイプ �がタイプ �を模倣しようとするケースである。この場合の配分を整理すると、� � �
、


 � 

 となるが、それ以外ははっきりしない。具体的に、各タイプに与える子育てへの補助金に

ついて詳しくみると、積立方式の場合に、タイプ �がタイプ �を模倣しないように、タイプ �の子

育てに対して課税を行っていたが、それに加えて、賦課方式の場合には、経済全体で出生率を上げ

たいので、そのピグー補助金が考慮される。この場合、タイプ �に関しては誘因制約が理由の補助

金は実施されず、このピグー補助金のみが支給される。これらの結果、�
 と � の大小もはっきり

しない。仮に #
 � � で、しかも十分に大きい場合には、� � �
 となることもありうる。また、

#
 � �ならば、必ず � � �
 となる。

����	 $
 � �、$ ; �の場合

このケースでは、タイプ �がタイプ �を模倣する誘因があるケースである。実現される配分をま

とめると、� � �
、
 � 

 が成立するが、�
 と � の大小はここでも不明である。この場合に

は、補助金の項、誘因制約の項がともに正となるので、#
 � �、# � �が成立する。これらの結果

をまとめると、表 �のようになる。

この節での逆選択のモデルでは、個人の子育てに関する能力が異なる場合を想定するモデルで、

観察可能な場合と不可能な場合の二通りを分析した。観察可能な場合には、能力の高い個人に多く

の子どもを産ませ、消費の平準化をするために、その費用の差額を後で調整するべきである。また

�




表 	．賦課方式の下での次善の政策
ケース 年金 �� ��


� ���� ����� 
� ���� �����

���� �� � �、�� � � �� � �� � 	 	 � 	 	

����� �� � �、�� � � �� � �� � 	 � � 	 	

������ �� � �、�� � � �� � �� � 	 	 	 	 	

賦課方式の年金を実施している状況では、個人の選択する子どもの数が社会的には過小になるた

め、育児支援政策を実施した上で、タイプ間の調整を行うべきである、という結果であった。

次に観察不可能な場合には、積立方式で年金が実施されている場合には、実際にかかる費用に応

じて、各タイプが自分のタイプを偽って行動する可能性があるため、適切なインセンティブを与え

る必要が出てきた。まず、能力の低い個人の子育て総費用が相対的に大きい場合には、能力の高い

個人が低いタイプのように行動する誘因が出てくるので、それを阻止するために能力の低い個人の

育児の負担を一部引き上げるのが最適となる。これによって、能力の高い個人は、相対的に費用負

担が大きくなり、偽って申告する誘因が消滅する。逆に、能力の高い個人の子育て総費用が相対的

に大きい場合には、能力の低いタイプの個人が高いタイプのように行動する誘因が出てくるので、

能力の高いタイプの子育てに補助金を出すのが最適な政策となる。能力の低い個人は、能力の高い

タイプほど補助金の恩恵を受けられなくなり、自らのタイプを正直に申告するようになる。その結

果、政府が実施すべき子育てへの補助金は、能力の高い人が低い人を模倣しないように、低い人の

子育てに課税を行うか、もしくは能力の低い人が高い人の子育てを模倣しないように、能力の高い

人の子育てに補助金を与えるか、という二通りとなった。

一方、賦課方式の場合には、これに加えて外部性補正のための子育ての補助金が加わることにな

る。その結果、能力の高い人が低い人を模倣しようとする場合だと、能力の低い人の子育てに必ず

しも課税すべきかどうかは不明になる。それに対して、能力の低い人が能力の高い人の模倣をしな

いように、能力の高い人の子育てには、より大きな補助金を出すべきである、という結論になって

いる。

その他の研究

逆選択のモデルを少子化、あるいは内生的な出生率の文脈で扱ったその他の研究に、%�&�������、

 �����#��� �� ��������、%�&�� ��� 7�����������、 �����#��� �� �������	、%#���# �� �������	、

%�&�� �� �������
 などが存在する。%�&�������は、賃金率の異なる �タイプの個人がいるとき

に、単純な出生率選択のモデルで、子どもの数に関しては再分配できないが、所得に関しては再分

配できるという視点から、政府の介入が必要となることを示し、また、子どもの数は観察可能であ

るという性質から、次善の政策の標的とされる可能性を示した。

%#���# �� �������	 は、複数のタイプをとる場合を考慮して、最適課税を考察した。次善の線

形所得税を想定する場合には、子どもの数に応じて限界税率が低下するということが示されてい

る。また �タイプで非線形所得税を想定する場合には、高い能力を持つ個人に対する限界税率は �

��



であるのに対して、低い能力を持つ個人に対しては、子どもの数とともに、正の限界税率が低下す

るということを示した。

それに対して  �����#��� �� �������	 では、家計が市場での賃金率、子育ての能率の両方におい

て能力に差がある場合を想定して、非線形所得税を考察した。また、 �����#��� �� �������� は、

それに子どもの数を内生化した分析を行っている。最後に %�&�� �� �������
 は、子どもの質を将

来の所得 �;課税ベースとみなして、子どもの質と数の両方を考慮した状況で、子どもを育てる能

力に �タイプがある場合の非線形所得税を考察している。

� おわりに

本稿では、出生率を内生化したモデルを用いて、どのような育児支援政策を実施すべきかという

点を論じた研究を、いくつかに分類して紹介した。最初に、人口成長が変化しうるモデルでの資源

配分の最適性を論じた ���������������を �節で取り上げた。このモデルでは、家計が出生率を

選択する余地がなく、人口成長率が内生なモデルではなかった。そこで、家計に子どもを持つこ

とに何らかのインセンティブを与えたモデルで、賦課方式の年金などの外部性を考慮した研究が

�������� ��� �����������あるいは  ���������� などであった。内生的人口成長のモデルでは

必ずしも均衡が保証されないという点と、最適性の定義が複数存在するという点に加えて、子ども

を持つ動機として大きく二つの場合があり、仮定の組み合わせが多くなるというような事情から、

全ての状況で使える決定版的な存在はなく、限定的な仮定の下でそれぞれどのような結果が出る

かという状況になっている。ただ、	節で紹介した理論に共通しているのは、子どもの数が過小に

なっているので、それを補正するような児童手当などの育児支援政策を実施すべきだということで

ある。

また、情報の非対称性がある場合の論文の紹介を 
節で行った。論文では年金の財政方式によっ

て結果が異なっていたが、賦課方式の場合に絞って考察すると、以下のようになる。モラルハザー

ドがあると、不完全情報の場合には、家計の努力水準を一定水準に引き上げるため、年金の給付額

を子どもの数に依存させるような政策によって最適な配分が実現される。また、逆選択の場合に

は、通常の年金の外部性を補正するための子育てへのピグー補助金に加えて、子育てのコストが小

さい個人が、大きい個人と偽って行動する誘因があるため、それを妨げるような子育てへの介入

と、再分配政策を行うのが最適であった。

これらに共通しているのは、賦課方式の公的年金が実施されている場合に、外部性を補正するた

めの育児支援政策が必要であるということである。その方法としては、児童手当や子どもの数に応

じた年金などがあった。さらに、情報の問題がある場合には、努力水準が観察不可能なら、年金給

付を子どもの数に応じたものにするべきである。また、個人の能力が異なる場合、子育て能力の高

い個人に、年金の外部性に加えて補助金を与えるのが望ましいケースもあった。こうした議論を現

実に応用する際には、社会的最適や外部性の設定が妥当かどうかに注意する必要がある。

本稿は最適な出生率は何か、またそれを実現するような育児支援政策は何か、という視点でサー

ベイを行ったが、�節でも触れたように、内生的人口成長モデルにおいて、年金などの政策が経済

��



成長、不平等、ギフトなどに与える影響を分析した研究も数多く登場してきている。人口成長が外

生から内生に変わることによって、これまでの理論的な帰結と異なる結果が得られることが予想さ

れるが、この分野における研究はまだ十分とはいえない。今後の一層の研究が待たれる。
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